
一般会計歳出の状況
　歳出の費目別で第１位は民生費で全体の
28.8%を占めています。続いて総務費（17.2%）、
衛生費（11.7%）、教育費（11.5%）となっていま
す。
　それぞれの費目で主な内容は下記のとおりです。
民生費
　・児童手当支給事業　　　７億4,137万円
　・障害者自立支援事業　　６億7,281万円
　・生活保護者扶助事業　　４億7,975万円
総務費
　・基金管理事業　　　　　８億1,282万円
　・本庁舎整備事業　　　　１億779万円
衛生費
　・山武郡市環境衛生組合負担金
　　　　　　　　     　　　６億5,443万円
　・地方独立行政法人さんむ医療センター運営事業
　　　　　　　　     　　　３億9,259万円
教育費
　・中学校体育施設非構造部材耐震事業
　　　　　　　　     　　　１億7,467万円
　・小学校施設整備事業
　　　　　　　　     　　　　　5,454万円　

歳出の解説  
議会費…議会の運営に係る経費 
総務費…市の行政運営、財産管理、市民サービス、情報化の推進に係

る経費 
民生費…高齢者、障害者、児童の福祉などに係る経費 
衛生費…病気予防のための各種健診、さんむ医療センター等医療に

係る経費およびごみ処理等環境に係る経費
農林水産業費…農林水産業の振興および農道等の整備などの経費

商工費…商工業および観光振興などの経費
土木費…道路、河川および公園整備などの経費
消防費…消防活動や防災に係る経費  
教育費…学校や社会教育およびその施設に係る経費
災害復旧費…災害によって生じた被害の復旧経費

特別会計・公営企業会計の決算 平成25年度決算に係る財政健全化判断比率
および資金不足比率   

議会費
2億371万円

1.0％

総務費
35億3,266万円

17.2％

民生費
59億276万円

28.8％

農林水産業費
7億4,263万円

3.6％

商工費
1億6,157万円

0.8％

土木費
13億61万円

6.3％

消防費
10億7,013万円 

5.2％

公債費
28億1,513万円

13.7％

災害復旧費
3,527万円

0.2％

教育費
23億6,440万円

11.5％

衛生費
23億9,620万円

11.7％

歳　出
合計

205億2,507万円

特別会計
国民健康保険特別会計（事業勘定）　　　　歳入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳出
国民健康保険特別会計（施設勘定）　　　　歳入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳出
後期高齢者医療特別会計　　　　　　　　　歳入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳出
介護保険特別会計　　　　　　　　　　　　歳入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳出
農業集落排水事業特別会計　　　　　　　　歳入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳出
組合立国保成東病院事業清算事務特別会計　歳入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳出
地方独立行政法人さんむ医療センター
公債管理特別会計　　　　　　　　　　　　歳入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳出

公営企業会計  
水道事業　　　　　　　　　　　　　収益的収入
　　　　　　　　　　　　　　　　　収益的支出
　　　　　　　　　　　　　　　　　資本的収入
　　　　　　　　　　　　　　　　　資本的支出

85億2,656万円 
80億   240万円 
1億6,349万円 
1億4,284万円 
3億9,815万円 
3億9,601万円 

43億4,516万円 
42億2,529万円 
2億5,512万円 
2億4,798万円 
2億5,935万円 
1億6,169万円

 
1億2,477万円 
1億2,477万円

 

3億7,155万円 
3億   124万円 

822万円 
2億1,809万円 

＊「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基
づき、平成25年度健全化判断比率および資金不足
比率を公表します。

財政健全化比率

資金不足比率

(単位：％）

(単位：％）

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

̶　　

̶　　

13.0 

̶　　

12.81

17.81

25.0

350.0

20.00

30.00

35.0

山武市の比率   早期健全化基準  財政再生比率

当市においてはいずれの比率も早期健全化に該当しませんでしたが、
引続き健全な財政運営に努めてまいります。

当市においてはいずれの会計も資金不足にはならず、経営健全化基
準に該当しませんでした。

水道事業

農業集落排水事業特別会計
̶

̶

山武市の比率　 経営健全化基準

20.00
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平成25年度決算報告
　平成25年度の決算が、12月定例議会にて認定されました。
　今回はその概要を一般会計を中心にお知らせします。
一般会計　歳入　　　　　218億3,949万円 
　　　　　歳出　　　　　205億2,507万円 
特別会計　歳入　　　　　140億7,261万円 
　　　　　歳出　　　　　133億96万円 
公営企業会計　収入　　　　 3億7,978万円 
　　　　　　　支出　　　　 5億1,933万円 
全会計　歳入・収入合計　362億9,188万円 
　　　　歳出・支出合計　343億4,536万円 

一般会計歳入の状況
　平成25年度は、前年度に比べ14億5,989万円

（6.3%）減となりました。
　一般会計の歳入では、皆さんに納めていただい
た市税(25.8%）と国からの地方交付税(35.4%)が
柱となっています。
　自主財源の柱である市税が前年度に比べ1億
6,097万円（2.9%）の増となりました。
　依存財源は、前年度に比べ14億7,452円（9.7%）
減となりました。うち、国庫支出金が経済対策のた
めの地域の元気臨時交付金の皆増および道路の
舗装修繕工事に係る防災・安全社会資本整備交
付金の皆増等により2億4,220万円（13.6%）の増
となりましたが、県支出金が緊急こども園整備事業に係る安心こども基金事業補助金の減等により、1億4,505万円（10%）
の減、市債が本庁舎整備事業やこども園整備事業に係る合併特例債の減等により、16億6,712万円（51.4%）の減となりまし
た。これにより平成25年度の山武市の歳入は、依存財源の割合が前年度に比べ2.3%減の63.1%となりました。

歳入内訳の自主財源(グラフ　　の部分）
　皆さんに納めていただいた税金や使用料、手数料など、市
が独自に収入した財源をいいます。
　市税…市民税、固定資産税など
　繰入金…基金(市の貯金）の取りくずし
　繰越金…前年度から繰り越されたお金
　使用料及び手数料…市の施設やサービスなどが利用
　　　　　　　　　　されたときに収入されたお金
　諸収入…給食費など
　その他…財産収入など

歳入の解説
歳入内訳の依存財源(グラフ　　の部分）
　国や県からルールにより定められた額を交付されたり割り
当てられた財源をいいます。
　地方交付税…市の財政力に応じて国から交付されたお金及

び、東日本大震災からの復興に対して交付さ
れたお金

　国庫支出金…市で行った事業に対して国が負担するべきお
金や補助したお金

　県支出金…市で行った事業に対して県が負担するべきお金
や補助したお金

　市債…大規模な事業を行う時に借りたお金など
（山武市では、後に返済するお金に対し、地方交付税が戻
る割合の高い有利な市債を借り入れています）

※別表　市税の内訳
21億6,254万円 
5億3,406万円 

24億3,528万円 
1億2,308万円 
3億7,607万円 

555万円 
56億3,658万円 

市債の状況

基金の状況
＊市の貯金にあたる基金の状況をお知らせします。

＊市の借金である市債の状況をお知らせします。（一般会計）

※表内の金額は表示単位未満を四捨五入しているため、
　総額と一致していない場合があります。

25年度借入額 25年度元金償還額 25年度末現在高

15億7,894万円 25億4,711万円 198億6,350万円 

25年度取崩額 25年度積立額 25年度末現在高

4億3,940万円 16億3,185万円 165億6,823万円 

歳　入
合計

218億3,949万円

市税 
56億3,658万円 

 25.8%

※内訳別表

諸収入
7億7,688万円

  3.6%

繰越金
6億8,923万円

 3.1%

繰入金
3億6,180万円

1.6%

使用料及び
手数料

 2億1,474万円 
1.0%

その他
 3億8,992万円

  1.8%

地方交付税 
77億2,093万円

35.4%

国庫支出金
 20億2,807万円 

 9.3%

依存財源
137億7,034万円 

63.1%

市債
 15億7,894万円 

 7.2%
県支出金 

13億904万円
 6.0%

地方消費税交付金 
4億6,199万円 

 2.1%

地方譲与税
3億4,547万円

1.6%
その他 

3億2,590万円
1.5%

自主財源
80億6,915万円 

36.9%

財政課　　☎0475（80）1121問

市 民 税（ 個 人 ）
市 民 税（ 法 人 ）
固 定 資 産 税
軽 自 動 車 税
市 た ば こ 税
鉱 産 税

計
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（注）公営企業等会計部門は、水道企業会計、国民健康保険特別会計及び介護
保険特別会計に属する職員をいいます。（教育長除く）

５　特別職の報酬等の状況 （26 年 4 月 1 日現在）

（２）年齢別職員構成の状況

（１）部門別職員数と主な増減理由

（２）地域手当  （26 年 4 月 1 日現在）
支給実績（25 年度決算）
支給職員 1 人当たり平均支給年額

支給実績
支給職員1人当たり平均支給額（25年度決算）
職員全体に占める手当支給職員の割合（25年度）
手当の種類（手当数）

305,900 円
152,950 円

0.4％
6

支給対象地域
山武市内

区 分

内容及び支給単価

配偶者　13,000円
他の扶養親族1人6,500円
配偶者がいない職員
１人目のみ  11,000円
16～22歳までの子
1人   5000円加算

通勤距離が片道2km以上
である職員に対し支給
徒歩通勤者には支給なし
公共交通機関利用者は、
定期代を支給

自家用車等の通勤
者に対し、手当額
を４kmごとに設
定しているが、２
kmごとに設定し
て支給している

職員を管理、監督する地位
にある職員に支給

名称　｢俸給の特
別調整額｣
支給対象職員及
び支給額

医　師　　　 　96,400円
部長級　　　　 73,000円
次長級　　　　 62,000円
課長級　　　　 53,000円
主　幹　　　　 42,000円
補佐、園長級    34,000円
副主幹　　　　 24,000円
副園長　　　　 21,000円

管理職職員が、臨時又は緊
急の必要又は公務の運営の
必要により、週休日、休日
等に勤務したときに支給

山武市国保日向診療所の
医師に支給

休日等に来庁者の受付及び
庁舎の保全等を行う者に支給
勤務１回につき4,200円支給

医師及び8級職員 12,000円
7級職員　        10,000円
6級職員　         8,000円

国 の 制 度 と
ことなる 内 容

支 給 実 績
（25年度決算）

国の制
度との
異 同

支 給 職 員
1人 当 たり
平均支給額

（25年度決算）

全 職 種

区 分 全 職 種

10％ 医　師 0 人
支 給 率 対 象 職 種 支給対象職員数

0 円
0 円

（３）特殊勤務手当  （26 年 4 月 1 日現在）

市 長

副 市 長

議 長

副 議 長

議 員

【６月支給分】
　（基本給 + 役職加算（20%））
　　　　　　×期末手当支給率（1.90）

【12月支給分】
　（基本給 + 役職加算（20%））
　　　　　　×期末手当支給率（2.05）

800,000 円

690,000 円

400,000 円

330,000 円

300,000 円

区 分 給 料 月 額 期 末 手 当

６　職員数の状況

議 会

総 務

税 務

農 水

商 工

土 木

民 生

衛 生

小 計

特 別 行 政 部 門
（ 教 育 ）

公営企業等会計部門

合 計

６人

１０４人

３６人

２３人

８人

３０人

８９人

３８人

３３４人

９４人

４１人

４６９人

６人

１０８人

３４人

２２人

８人

３０人

８８人

３７人

３３３人

９１人

４０人

４６４人

０人

４人

▲ ２人

▲ １人

０人

０人

▲ １人

▲ １人

▲ １人

▲ ３人

▲ １人

▲ ５人

区 分 増 減 主な増減理由
平 成 25
年度当初
職 員 数

平 成 26
年度当初
職 員 数

（５）その他の手当  （26 年 4 月 1 日現在）

支給実績
職員 1 人当たり平均支給年額

68,823 千円
331 千円

25年度
決 算

（４）時間外勤務手当

手
当
名

扶
養
手
当

住
居
手
当

通
勤
手
当

管
理
職
手
当

区

分

一

般

行

政

部

門

職
員
数

計

宿
日
直
手
当

管
理
職
員
特
別
勤
務
手
当
初
任
給
調
整
手
当

・扶養親族のある職員に支給

23,000円以下の場合
　家賃から12,000円を
　控除した額
23,000円を超える場合
　家賃の2分の1に11,000円
　を加算した額
　（上限27,000円）

・12,000円を超える家賃の
　借家に居住する職員に支給

同 じ

同 じ

同 じ

同 じ

同 じ

異なる

異なる

42,821千円

14,989千円

34,287千円

36,792千円

640千円

0千円

1,016千円

216,265円

95,468円

78,821円

427,809円

17,297円

0円

4,200円
464
人

1
人

61
人

49
人

43
人

38
人

89
人

74
人

50
人

27
人

23
人

8
人

1
人

60
歳
以
上

56
〜
59
歳

52
〜
55
歳

48
〜
51
歳

44
〜
47
歳

40
〜
43
歳

36
〜
39
歳

32
〜
35
歳

28
〜
31
歳

24
〜
27
歳

20
〜
23
歳

20
歳
未
満

課税業務の合理化
収税業務の合理化

農水事務の合理化

清掃一般業務の
合理化

こども園調理員の
退職不補充

水道業務の合理化

派遣職員による増
戸籍窓口業務の充実
会計出納業務の充実

公園管理事務の合理化
用務員の退職不補充

職員の給与等の公表
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　地方公務員の給与は、地方公務員法により、国や他の地
方公共団体の職員の給与、民間企業従業員の給与、その
他の事情を考慮して決めることとなっています。
　山武市職員の給与は、人事院勧告及び千葉県人事委
員会勧告に基づき、市議会の審議を経て条例で定められ
ています。
　その内容について、市民の皆さんにご理解いただくた
め、次のとおり公表します。

総務課　☎0475（80）1117

山武市職員の給与等の公表山武市職員の給与等の公表

（１）人件費の状況  （普通会計決算）
１　総  括

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

① 一般行政職

２　職員の平均給与月額、初任給の状況

（注）人件費とは、職員に支給された給与、職員手当、各種負担金の総額をいい、実質
収支の額とは、団体の純剰余又は純損失の額を示すものです。

（注）１ 山武市給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。ただし、技能労
　務職、幼稚園教諭、保育士等は除く。 
２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（注）職員数は、普通会計に属する一般行政職、技能労務職、保育士、幼稚園教諭等
の総数であり、給与費とは、人件費のうち職員に支給される給料及び職員手当

（退職手当を除く）をいいます。

住民基本
台帳人口

（26年3月末）

（参考）
平成24年度
の人件費率

歳出額
（A）

人件費
（B）

人件費率
（B/A）実質収支区分

25年度

25年度

人
55,460

千円
20,649,843

千円
903,980

千円
3,686,091

％ 
17.9　

％ 
17.2　

１人当たり
給 与 費
（B/A）

職員数
（A） 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B）

区分

424人 千円
1,610,401

千円
184,606

千円
563,287

千円
2,358,294

千円
5,562

給与費
（２）職員給与費の状況  （普通会計決算）

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100とした場合の給与水準
を示す数値です。
参考値とは、国家公務員の時限的な（2 年間）給与改定、臨時特例法による給
与減額がないとした場合の値です。

（注）「平均給料月額」とは、26 年 4 月 1 日現在における各職種ごとの職員の基
本給の平均です。

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間
外勤務手当などの諸手当の額を合計したものです。

（３）ラスパイレス指数の状況  （各 4 月 1 日現在）

（各職種 26 年 4 月 1 日現在）

区 分
山 武 市
全 国 市 平 均

平成25年度
108.6
106.6

平成25年度（参考値）
100.3
98.5

平成26年度
100.4 

－

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

山 武 市
千 葉 県

国

43.4 歳
42.8 歳
43.5 歳

337,417 円
333,944 円
335,000 円

398,498 円
424,045 円
408,472 円

（２）職員の初任給の状況  （26 年 4 月 1 日現在）

（１）期末手当・勤勉手当

区 分 山 武 市 千 葉 県 国

一般行政職
大学卒 180,800 円 180,800 円

高校卒 146,200 円 146,200 円 140,100 円

総合職

一般職

181,200円

172,200円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況  （26 年 4 月 1 日現在）

（26 年 4 月 1 日現在）

区 分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職
大学卒
高校卒

260,538 円
該当者なし

315,389 円
317,233 円

363,667 円
325,856 円

区 分

8 級

7 級

6 級

5 級

4 級

3 級

2 級

1 級

8 人

42 人

26 人

53 人

101 人

43 人

22 人

19 人

2.5％

13.4％

8.3％

16.9％

32.2％

13.7％

7.0％

6.0％

部長、会計管理者、議会事務局長、次長、参事の職務

課長、事務局長、所長、室長、主幹の職務

補佐、副主幹の職務 

係長、主査の職務

主査補、主任技師の職務

主任主事、主任技師の職務

主事、技師の職務

主事補、技師補の職務

職員数 構成比標 準 的な職 務 の 内 容

４　職員手当の状況

山 武 市 千 葉 県 国

② 技能労務職

区 分 平均年齢 職 員 数 平均給料月額 平均給与月額

山 武 市
   うち用務員
千 葉 県

国

55.9
57.0
52.4
50.1

歳
歳
歳
歳

人
人
人
人

10
4
－

3,119

円
円
円
円

282,890
292,850
322,163
287,992

円
円
円
円

291,212
302,665
376,511
326,611

（　　）内、再任用職員に係る支給割合です。

1人当たり平均支給額
（25年度） 1,291千円

1人当たり平均支給額
（25年度）    ―  千円

1人当たり平均支給額
（25年度）    ―  千円

（25年度支給割合）
期末手当
2.60月分

（1.45）月分

勤勉手当
1.35月分

（0.65）月分

（25年度支給割合）
期末手当
2.60月分

（1.45）月分

勤勉手当
1.35月分

（0.65）月分

（25年度支給割合）
期末手当
2.60月分

（1.45）月分

勤勉手当
1.35月分

（0.65）月分

職制上の段階、職務
の等級による加算措置
役職加算  ５～20％

職制上の段階、職務
の等級による加算措置
役職加算  ５～20％
管理職加算  10～25％

職制上の段階、職務
の等級による加算措置
役職加算  ５～20％
管理職加算  10～25％

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）
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